
より広域を活動範囲とする団体
市全体や市外

より小さなコミュニティ
と同等の範囲を活動範囲とする団体

より小さなコミュニティ
と同等の範囲を活動範囲とする団体

地域の中心となるコミュニティ

農林（漁） 防災・交通・
エネルギーコミュニティ・その他 商工

福祉子育て・教育

新潟県阿賀町津川地区

県立高等学校

阿賀津川中学校

町立
ひまわり保育園

ふるさと
交流川屋敷

津川小学校

県立津川病院

アットホーム
すみれ

障害者福祉施設
たんぽぽ

総合福祉保健センター
やまぶきの里

阿賀町役場

学校給食センター

観光ガイド

津川１区

平堀区

広沢区

津川３区

津川２区

津川第一
農家組合

津川第二
農家組合

平堀集落協定

広沢農区

平堀農区

（財）三川
農業公社

（財）上川
農業公社

加工所上川直売所

ハーバルパーク

地域商社阿賀町
もりあがろう商会

パンとおやつ
コンビリー

狐の嫁入り屋敷

下越酒造

宮川糀屋
山崎糀屋

麒麟山酒造

農家レストラン
久太郎

阿賀町津川B&G
海洋センター

台

働く
場所

子育て
支援

酒米研究会

福祉バス

阿賀
タクシー

津川
タクシー

奥阿賀
林業振興会

三川直売所

（住吉）市

認定農業者会山嵐太鼓

移住コーディ
ネーター

食の円卓会議（気軽な集いの場）
若いお母さん

集い場

農業法人
R3.4設立予定

東蒲福祉会

おにぎり屋さん
たいやき屋さん

あガールズ
若いお母さん

集い場

定住の
窓口

津川直売所

農村生活
アドバイザー

機械・農地

農作業

空き家をきれいに

働く
場所

働く
場所

農閑期や
奥さんの働く場所

山から株式会社

JA新潟みらい

定住の
窓口

移住相談・アドバイス

視察受け入れ
コーディネート

Uターン
就農60代

中古住宅
リフォーム支援

100万円

新規就農30代

人口1,377人、高齢化率42.3％

新潟県農林水産部
地域農政推進課
＋持続地域総研
「集落サポート人材
育成事業」での検討
事例
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過疎地域で雇用増を目指す新法が施行へ（今年6月）
「特定地域づくり事業推進法」

「
特
定
地
域
づ
く
り

事
業
協
同
組
合
」

地元の若者
移住者等

雇用 給与

国
・
市
町
村

運
営
費
の
半
額
助
成

地
域
の
事
業
者

（
農
林
漁
業
、
観
光
、

酒
造
業
、
福
祉
、
地

域
経
営
会
社
）

人材
派遣

料金
61



¥-120,000

¥-100,000

¥-80,000

¥-60,000

¥-40,000

¥-20,000

¥0

¥20,000

¥40,000

串 島地 出雲 八坂 柚野 篠生 生雲 地福 徳佐 嘉年

図⑲-2 地区別 介護費用・認定者率が全国平均になった場合の介護費用の差額（人口1
人当たり）

男
女

山口市中山間地域における１人当たり介護費用
の全国平均との差額

一番お達者な串地区の女性は、
１人平均96,000円浮かしている！

地域内のつながり、活動
野菜の共同出荷
→小さな出番、役割62



今までの「縦割り」評価

農業部門のみ＝野菜の売上げ
月３万円×12か月＝36万円
＜手取り所得 18万円＞

これからの「合わせ技」評価

元気に日々農業するので、
介護費用 148万円
（80代前半女性認定者平均、全国）
医療費 89万円
（80代前半男女平均、全国）
を浮かせている！！

合計数百万円の費用削減 2014/11/1
山陰中央新報ほか

●高齢者（70～80代）の営農価値を計算し直す
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交
通

買
い
物

農
業

介
護

医
療

∑

黒
字

赤
字

-50

+10 +15
+50 +50

+75

①横断的な収支構造についての情報共有

③横断的に事業を運営する組織が必要

連
結
決
算

②浮いたコストを収益とで
きる制度（インセンティブ）
が必要

地
域
全
体
を
つ
な
ぎ
、「
得
」
を
大
き
く
す
る64



国土のグランドデザインと総合戦略にも、集落地域を支える
新たな複合機能拠点として「小さな拠点」構想が登場

※実践編 「小さな拠点」づくりガイドブックより

地元に定住と循環の「砦」を創る
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①地域の人口診断
（現状・予測・必要な定住
増加など）

②地域の構造診断
（組織、活動、予算等を
地元関係図に集約）

③地域自治の話合い
（人口の安定化や地域の仕
組み進化などを協議）

④他地域への視察
（定住や地域自治の先進
地で進化イメージ共有）

⑤地域自治組織設立
（集落間・分野間を連携、地
域全体の取組体制を構築）

⑥スタッフ常駐実現
（少なくとも１人以上、マネー
ジャー的人材の常駐へ）

⑦地域の経済診断
（地域内のお金の流れや
資源、資産を棚卸し）

⑧地域事業の話合い
（暮らしと定住を支える経済
活動や拠点整備を協議）

⑨地域経営会社設立
（分野を横断して、住民の小
さな力をつなぎ、連結決算）

⑩「小さな拠点」づくり
（みんなが集う暮らしと定住
の結節拠点＝ハブづくり）

地域
住民側

行政
側

地
域
の
課
題
・危
機
感
・将
来
の
見
通
し
を
共
有
す
る

地
域
の
組
織
・活
動
等
の
つ
な
が
り
具
合
を
見
え
る
化

定
住
を
支
え
る
具
体
的
な
目
標
と
組
織
の
進
化
を
相
談

定
住
や
地
域
自
治
組
織
を
実
現
し
て
い
る
先
進
地
域
へ

地
域
ぐ
る
み
で
合
意
形
成
＆
活
動
展
開
へ

地
域
全
体
の「
つ
な
ぎ
役
」配
置

持続可能な地域社会づくり 10のステップ イメージ
持続可能な地域に向けて
暮らしのニーズや独自の
資源に着目し、多様な
人材を活用する
事業組織と
拠点づくり
を展開 地域内

での循環と
助け合いに基づく

コミュニティビジネス
設立を支援し循環型社会

における地元でのエネルギー
循環や新たな交通システム等
も含め、自治体全体との連携

も含めたシステム構築を進める

担当職員＋
専門家によ
るサポート

支援チーム
や補助メ
ニューの整

備

予算の縦割り
解消（一括交
付金）や指定
管理等の拡充

自治体内の
地区同士の
研修会 集落支援員

等の人材配置
専門家指導

地区や自治体
での成果共有

報告会

自治体全体の
循環型社会・SDG
ｓ計画（持続可能
な開発目標）

自治体全体の
地方創生総合戦
略・人口ビジョン

モデル地区の設定や自
治体全体での研修会

専門家指導

自治体全体
のコミュニ

ティ行政計画

職員研修Ⅱ

職員研修Ⅰ

職員研修Ⅲ

１年目～２年目 ３年目～５年目 ６年目～10年目市町村進行目安

モ
デ
ル
地
区
で
の

先
行
的
取
組
み
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